新　　　　　　旧　　　　　　対　　　　　　照　　　　　　表
	新
	旧

	高知県障害者自立支援法施行細則(抜粋)
	高知県障害者自立支援法施行細則(抜粋)

	本則
	本則

	
	

	(指定障害福祉サービス事業者の指定等の申請手続等)

第2条　法第36条第1項(法第41条第4項において読み替えて準用する場合を含む。)並びに省令第34条の7から第34条の9まで及び第34条の11から第34条の19までの規定による指定障害福祉サービス事業者(法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービス事業者をいう。以下同じ。)の指定、法第38条第1項(法第41条第4項において読み替えて準用する場合を含む。)及び省令第34条の24の規定による指定障害者支援施設(法第29条第1項に規定する指定障害者支援施設をいう。以下同じ。)の指定又は法第51条の19第1項(法第51条の21第2項において準用する場合を含む。)及び省令第34条の57の規定による指定一般相談支援事業者(法第51条の14第1項に規定する指定一般相談支援事業者をいう。以下同じ。)の指定(法第41条第1項の指定障害福祉サービス事業者若しくは指定障害者支援施設の指定の更新又は法第51条の21第1項の指定一般相談支援事業者の指定の更新を含む。)の申請は、別記第1号様式によりしなければならない。
	(指定障害福祉サービス事業者の指定等の申請等)

第2条　法第36条第1項(法第41条第4項において読み替えて準用する場合を含む。)及び省令第34条の7から第34条の19まで(これらの規定を省令第34条の21において準用する場合を含む。)の規定による指定障害福祉サービス事業者(法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービス事業者をいう。以下同じ。)の指定、法第38条第1項(法第41条第4項において読み替えて準用する場合を含む。)及び省令第34条の24第1項(同条第2項において準用する場合を含む。)の規定による指定障害者支援施設(法第29条第1項に規定する指定障害者支援施設をいう。以下同じ。)の指定又は法第40条(法第41条第4項において読み替えて準用する場合を含む。)において読み替えて準用する法第36条第1項及び省令第34条の27第1項(同条第2項において準用する場合を含む。)の規定による指定相談支援事業者(法第32条第1項に規定する指定相談支援事業者をいう。以下同じ。)の指定(法第41条第1項の規定による指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者の指定の更新を含む。)の申請は、別記第1号様式によりしなければならない。

	2　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事業者の指定を受けた者は、当該指定を受けた旨を当該指定に係るサービス事業所(法第36条第1項に規定するサービス事業所をいう。以下同じ。)、障害者支援施設(法第5条第12項に規定する障害者支援施設をいう。第4条において同じ。)又は一般相談支援事業所(法第51条の19第1項に規定する一般相談支援事業所をいう。以下同じ。)の見やすい場所に掲示しなければならない。
	2　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者の指定を受けた者は、当該指定を受けた旨を当該指定に係る障害福祉サービス事業(法第5条第1項に規定する障害福祉サービス事業をいう。以下同じ。)を行う事業所(以下「サービス事業所」という。)、障害者支援施設(法第5条第13項に規定する障害者支援施設をいう。以下同じ。)又は相談支援事業所(法第45条第1項に規定する相談支援事業所をいう。以下同じ。)の見やすい場所に掲示しなければならない。

	(指定障害福祉サービス事業者の指定の変更等の申請手続)
第2条の2　略
	(指定障害福祉サービス事業者等の指定の変更の申請)
第2条の2　略

	(サービス事業所の名称等の変更等の届出手続)

第3条　法第46条及び省令第34条の23若しくは第34条の26又は法第51条の25第1項若しくは第2項及び省令第34条の58の規定による届出は、変更に係るものにあっては別記第2号様式により、事業の再開に係るものにあっては別記第3号様式により、事業の廃止又は休止に係るものにあっては別記第3号様式の2によりしなければならない。
	(サービス事業所の名称等の変更等の届出)

第3条　法第46条及び省令第34条の23第1項若しくは第3項、第34条の26又は第34条の28の規定による届出は、変更に係るものにあっては別記第2号様式により、事業の再開に係るものにあっては別記第3号様式により、事業の廃止又は休止に係るものにあっては別記第3号様式の2によりしなければならない。

	(添付書類の追加)

第3条の3　知事は、省令に定めるもののほか、第2条第1項又は第2条の2から前条までに規定する申請書又は届出書に必要があると認める書類を添付させることができる。
	(添付書類の追加)

第3条の3　知事は、省令に定めるもののほか、第2条第1項及び第2条の2から前条までに規定する申請書又は届出書に必要があると認める書類を添付させることができる。

	(市町村等への情報提供)

第4条　知事は、法第29条第1項の指定障害福祉サービス事業者若しくは指定障害者支援施設の指定若しくは法第32条第1項の指定相談支援事業者の指定若しくは法第41条第1項の当該指定の更新若しくは法第51条の14第1項の指定一般相談支援事業者の指定若しくは法第51条の21第1項の当該指定の更新、法第37条第1項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定の変更若しくは法第39条第1項の規定に基づく指定障害者支援施設の指定の変更、第3条若しくは第3条の2の届出の受理又は法第50条第1項(同条第3項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者若しくは指定障害者支援施設の指定の取消し若しくは当該指定の全部若しくは一部の効力の停止若しくは法第51条の29第1項の規定に基づく指定一般相談支援事業者の指定の取消し若しくは当該指定の全部若しくは一部の効力の停止(以下この項において「指定等」という。)をしたときは、市町村その他の機関に対して、当該指定等の内容(当該指定等に係る事実が生じた日及びサービス事業所の名称等の変更の日、指定障害福祉サービス(法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービスをいう。以下同じ。)の事業等の再開の日、廃止の予定日若しくは休止の予定期間又は指定障害者支援施設の指定の辞退の日を含む。)及び当該指定等に係る指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事業者に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。
	(市町村等への情報提供)

第4条　知事は、法第29条第1項の指定障害福祉サービス事業者若しくは指定障害者支援施設の指定若しくは法第32条第1項の指定相談支援事業者の指定若しくは法第41条第1項の規定によるこれらの指定の更新、法第37条第1項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定の変更若しくは法第39条第1項の規定に基づく指定障害者支援施設の指定の変更、第3条若しくは第3条の2の届出の受理又は法第50条第1項(同条第3項又は第4項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設若しくは指定相談支援事業者の指定の取消し若しくは当該指定の全部若しくは一部の効力の停止(以下この項において「指定等」という。)をしたときは、市町村その他の機関に対して、当該指定等の内容(当該指定等に係る事実が生じた日及び指定障害者支援施設の指定の辞退の日を含む。)及び当該指定等に係る指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。

	(1)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設の設置者又は指定一般相談支援事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の職名及び氏名並びに住所
	(1)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設の設置者又は指定相談支援事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の職名及び氏名並びに住所

	(2)　サービス事業所若しくは一般相談支援事業所の名称及び所在地又は障害者支援施設の名称及び設置の場所
	(2)　サービス事業所若しくは相談支援事業所の名称及び所在地又は障害者支援施設の名称及び設置の場所

	(3)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事業者の指定年月日
	(3)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者の指定年月日

	(4)　指定障害福祉サービス事業者の指定等にあっては指定障害福祉サービス(法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービスをいう。第14条第1項第5号において同じ。)の種類、指定障害者支援施設の指定等にあっては施設障害福祉サービス(法第5条第1項に規定する施設障害福祉サービスをいう。以下同じ。)の種類及び当該指定障害者支援施設の入所定員、指定一般相談支援事業者の指定等にあっては指定地域相談支援(法第51条の14第1項に規定する指定地域相談支援をいう。第14条第1項第5号において同じ。)の種類
	(4)　指定障害福祉サービス事業者の指定等にあっては指定障害福祉サービス(法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービスをいう。第14条第1項第5号において同じ。)の種類、指定障害者支援施設の指定等にあっては施設障害福祉サービス(法第5条第1項に規定する施設障害福祉サービスをいう。以下同じ。)の種類及び当該指定障害者支援施設の入所定員

	(5)　障害福祉サービス事業(法第5条第1項に規定する障害福祉サービス事業をいう。次号において同じ。)、施設障害福祉サービス又は一般相談支援事業(同条第17項に規定する一般相談支援事業をいう。同号において同じ。)の主たる対象者
	(5)　障害福祉サービス事業、施設障害福祉サービス又は相談支援事業(法第5条第18項に規定する相談支援事業をいう。以下同じ。)の主たる対象者

	(6)　障害福祉サービス事業、施設障害福祉サービス又は一般相談支援事業の開始年月日
	(6)　障害福祉サービス事業、施設障害福祉サービス又は相談支援事業の開始年月日

	(7)　運営規程(障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第171号)第31条(同令第43条第1項及び第48条第1項において読み替えて準用する場合を含む。)、第67条、第89条(同令第162条、第171条、第184条、第197条、第202条及び第223条第1項において読み替えて準用する場合を含む。)、第123条、第135条、第149条(同令第213条において準用する場合を含む。)若しくは第204条、障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第172号)第41条又は障害者自立支援法に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準(平成24年厚生労働省令第27号)第27条(同令第45条において準用する場合を含む。)に規定する運営規程をいう。)
	(7)　運営規程(障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第171号)第31条、第67条、第89条、第104条、第123条、第135条、第149条若しくは第204条、障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第172号)第41条又は障害者自立支援法に基づく指定相談支援の事業の人員及び運営に関する基準(平成18年厚生労働省令第173号)第19条に規定する運営規程をいう。)

	(8)　サービス事業所、障害者支援施設又は一般相談支援事業所の事業所番号
	(8)　サービス事業所、障害者支援施設又は相談支援事業所の事業所番号

	2　前項に規定するもののほか、知事は、法第50条第1項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定の取消し(同項第1号に該当する場合に限る。)、同条第3項において読み替えて準用する同条第1項の規定に基づく指定障害者支援施設の指定の取消し(同条第3項において読み替えて準用する同条第1項第1号に該当する場合に限る。)又は法第51条の29第1項の規定に基づく指定一般相談支援事業者の指定の取消し(同項第1号に該当する場合に限る。)をしたときは、他の都道府県知事(地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の19第1項に規定する指定都市及び同法第252条の22第1項に規定する中核市の長を含む。)に対して、当該指定障害福祉サービス事業者、当該指定障害者支援施設の設置者又は当該指定一般相談支援事業者の代表者(当該指定を取り消された者が法人である場合にあっては当該取消しの処分に係る行政手続法(平成5年法律第88号)第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)又は当該取消しの処分に係るサービス事業所、障害者支援施設若しくは一般相談支援事業所を管理する者であった者を含み、当該指定を取り消された者が法人でない場合にあっては当該通知があった日前60日以内に当該者の管理者であった者を含む。)の氏名、生年月日及び住所を通知することができる。
	2　前項に規定するもののほか、知事は、法第50条第1項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定の取消し(同項第1号に該当する場合に限る。)、同条第3項において読み替えて準用する同条第1項の規定に基づく指定障害者支援施設の指定の取消し(同条第3項において読み替えて準用する同条第1項第1号に該当する場合に限る。)又は同条第4項において読み替えて準用する同条第1項の規定に基づく指定相談支援事業者の指定の取消し(同条第4項において読み替えて準用する同条第1項第1号に該当する場合に限る。)をしたときは、他の都道府県知事(地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の19第1項に規定する指定都市及び同法第252条の22第1項に規定する中核市の長を含む。)に対して、当該指定障害福祉サービス事業者、当該指定障害者支援施設の設置者又は当該指定相談支援事業者の代表者(当該指定を取り消された者が法人である場合にあっては当該取消しの処分に係る行政手続法(平成5年法律第88号)第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)又は当該取消しの処分に係るサービス事業所、障害者支援施設若しくは相談支援事業所を管理する者であった者を含み、当該指定を取り消された者が法人でない場合にあっては当該通知があった日前60日以内に当該者の管理者であった者を含む。)の氏名、生年月日及び住所を通知することができる。

	3　略
	3　略

	(育成医療に係る支給認定の申請手続等)

第5条　略
	(育成医療に係る支給認定の申請等)

第5条　略

	2～5　略
	2～5　略

	(精神通院医療に係る支給認定の申請手続等)

第6条　略
	(精神通院医療に係る支給認定の申請等)

第6条　略

	2・3　略
	2・3　略

	4　第1項及び第2項の規定により提出する書類は、当該支給認定の申請又は支給認定の変更の申請をしようとする障害者又は障害児の保護者の居住地の市町村(当該障害者又は障害児の保護者が居住地を有しないか、又はその居住地が明らかでないときは、当該障害者又は障害児の保護者の現在地の市町村。以下同じ。)を経由して知事に提出しなければならない。
	4　第1項及び第2項の規定により提出する書類は、当該支給認定の申請又は支給認定の変更の申請をしようとする障害者又は障害児の保護者の居住地の市町村(当該障害者又は障害児の保護者が居住地を有しないか、又はその居住地が明らかでないときは、当該障害者又は障害児の保護者の現在地の市町村。次条第3項並びに第8条第2項及び第5項において同じ。)を経由して知事に提出しなければならない。

	5　略
	5　略

	(支給認定の申請内容の変更の届出手続)

第7条　略
	(支給認定の申請内容の変更の届出)

第7条　略

	2・3　略
	2・3　略

	(医療受給者証の再交付の申請手続等)

第8条　略
	(医療受給者証の再交付の申請等)

第8条　略

	2～5　略
	2～5　略

	(指定自立支援医療機関の指定の申請手続等)

第9条　略
	(指定自立支援医療機関の指定等の申請)

第9条　略

	2　法第60条第1項の規定により指定自立支援医療機関の指定の更新を受けようとする指定自立支援医療機関の開設者等(省令第62条に規定する指定自立支援医療機関の開設者等をいう。第11条において同じ。)は、育成医療又は更生医療に係るものにあっては別記第16号様式により、精神通院医療に係るものにあっては別記第17号様式により知事に申請しなければならない。
	2　法第60条第1項の規定により指定自立支援医療機関の指定の更新を受けようとする指定自立支援医療機関の開設者等(省令第62条に規定する指定自立支援医療機関の開設者等をいう。第11条において同じ。)は、育成医療又は更生医療に係るものにあっては別記第16号様式により、精神通院医療に係るものにあっては別記第17号様式により知事に申請しなければならない。

	(指定自立支援医療機関の変更の届出手続)

第10条　略
	(指定自立支援医療機関の変更の届出)

第10条　略

	(指定自立支援医療機関の業務の休止等の届出)

第11条　略
	(指定自立支援医療機関の休止等の届出)

第11条　略

	(指定自立支援医療機関の指定の辞退の申出手続)

第12条　略
	(指定自立支援医療機関の指定の辞退の申出)

第12条　略

	(公示等)

第14条　法第51条第4号又は第51条の30第1項第3号の規定による公示は、次に掲げる事項を高知県公報に登載してするものとする。
	(公示等)

第14条　法第51条の規定による公示は、次に掲げる事項を高知県公報に登載してするものとする。

	(1)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設の設置者又は指定一般相談支援事業者の名称及び主たる事務所の所在地
	(1)　指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設の設置者又は指定相談支援事業者の名称及び主たる事務所の所在地

	(2)　指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所若しくは指定一般相談支援事業者の当該指定に係る一般相談支援事業所の名称及び所在地又は指定障害者支援施設の名称及び設置の場所
	(2)　指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所若しくは指定相談支援事業者の当該指定に係る相談支援事業所の名称及び所在地又は指定障害者支援施設の名称及び設置の場所

	(3)　指定障害福祉サービス事業者の指定、当該指定に係る障害福祉サービス事業の廃止若しくは当該指定の取消し、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事業者の指定の取消しの年月日
	(3)　指定障害福祉サービス事業者の指定、当該指定に係る障害福祉サービス事業の廃止若しくは当該指定の取消し、指定障害者支援施設の指定、当該指定の辞退若しくは当該指定の取消し又は指定相談支援事業者の指定、当該指定に係る相談支援事業の廃止若しくは当該指定の取消しの年月日

	(4)　指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事業者の当該指定に係る一般相談支援事業所の事業所番号
	(4)　指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者の当該指定に係る相談支援事業所の事業所番号

	(5)　指定障害福祉サービスの種類、施設障害福祉サービスの種類及び指定障害者支援施設の入所定員又は指定地域相談支援の種類
	(5)　指定障害福祉サービスの種類又は施設障害福祉サービスの種類及び指定障害者支援施設の入所定員

	2　法第51条又は第51条の30第1項の規定による公示(前項に規定するものを除く。)は、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行うものとする。
	2　法第39条第1項の規定に基づく指定障害者支援施設の指定の変更をしたときは、その旨及び次に掲げる事項を告示するものとする。
(1)　指定障害者支援施設の設置者の名称及び主たる事務所の所在地
(2)　指定障害者支援施設の名称及び設置の場所
(3)　指定障害者支援施設の事業所番号
(4)　指定の変更前及び変更後の施設障害福祉サービスの種類及び指定障害者支援施設の入所定員
(5)　指定障害者支援施設の指定の変更年月日

	3　前項の公示に関し必要な事項は、知事が別に定める。
	

	4　法第69条の規定による公示は、次に掲げる事項を高知県公報に登載してするものとする。
	3　法第69条の規定による公示は、次に掲げる事項を高知県公報に登載してするものとする。

	(1)　略
	(1)　略

	(2)　指定自立支援医療機関の指定に係る自立支援医療(法第5条第23項に規定する自立支援医療をいう。)の種類
	(2)　指定自立支援医療機関の指定に係る自立支援医療(法第5条第19項に規定する自立支援医療をいう。)の種類

	(3)・(4)　略
	(3)・(4)　略

	5　略
	4　略

	6　前項の規定による告示については、第4項の規定を準用する。この場合において、同項第4号中「指定自立支援医療機関の指定、指定自立支援医療機関の名称若しくは所在地の変更、当該指定の辞退又は当該指定の取消し」とあるのは、「指定自立支援医療機関の業務の廃止」と読み替えるものとする。
	5　前項の規定による告示については、第3項の規定を準用する。この場合において、同項第4号中「指定自立支援医療機関の指定、指定自立支援医療機関の名称若しくは所在地の変更、当該指定の辞退又は当該指定の取消し」とあるのは、「指定自立支援医療機関の業務の廃止」と読み替えるものとする。
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